
宮城県都市計画審議会議事運営規則

（趣旨）

第１条 宮城県都市計画審議会（以下「審議会」という。）の議事及び運営については，都市計

画審議会条例（昭和４４年宮城県条例第２１号。以下「条例」という。）に規定するもののほ

か，この規則の定めるところとする。

（招集）

第２条 会長は，止むを得ない場合のほか，審議会の会議の３日前までに議案を添えて，会議の

日時及び場所を委員並びに当該議案に係る議事に関係のある臨時委員及び専門委員に通知しな

ければならない。

（欠席等）

第３条 委員，臨時委員及び専門委員は，招集を受けた場合において事故のため出席できないと

きは，あらかじめ，その旨を会長に届け出なければならない。

２ 前項の場合において，条例第２条第１項第２号，第３号及び第５号につき任命された委員並

びにあらかじめ会長が審議会にはかつて指定した臨時委員及び専門委員にあつては 代理者を

出席させることができる。

（Ｗｅｂ会議システムを利用した会議の開催）

第４条 条例第５条第１項の審議会の会議について，会長が必要と認めるときは，委員，臨時委

員及び専門委員は，Ｗｅｂ会議システム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識

しながら通話をすることができるシステムをいう。以下同じ。）を利用して会議に出席するこ

とができる。

２ Ｗｅｂ会議システムによる出席又は議事の採決は，それぞれ条例第５条第２項又は第３項に

規定するものとして取り扱う。Ｗｅｂ会議システムの利用において，映像を送受信できなくな

った場合であっても，音声が即時に他の委員，臨時委員及び専門委員に伝わり，適時的確な意

見表明を委員，臨時委員及び専門委員相互で行うことができるときも同様とする。

３ Ｗｅｂ会議システムの利用において，映像のみならず音声が送受信できなくなった場合には，

当該Ｗｅｂ会議システムを利用する委員，臨時委員及び専門委員は，音声が送受信できなくな

った時刻から退席したものとみなす。

４ Ｗｅｂ会議システムによる出席は，できる限り静寂な個室その他これに類する施設で行わな

ければならない。

５ 審議会等の会議の公開に関する事務取扱要綱（平成１１年６月１８日県情公第４２号総務部

長通知）第４条により会議が非公開で行われる場合は，委員，臨時委員及び専門委員以外の者

に視聴させてはならない。

（議長の議事整理権）

第５条 議長は，議場の秩序を保持し，議事を整理し，会議の事務を総理する。

（議事日程）

第６条 議長は，会議に付する議案及びその順序等を記載した議事日程を定め，出席委員に配布

するものとする。



２ 議長は，必要があると認めるときは，議事日程の順序を変更することができる。

（審議の方法）

第７条 議案が都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第１８条第１項

及び第１９条第５項の規定による都市計画の決定に係るものである場合における審議の方法は，

最初に幹事に議案の概要及び法第１７条第２項の規定による意見書の提出がある場合は，その

要旨を説明させ，次に委員がその議案について討議し，最後に表決に付することによって行う。

２ 前項の規定は，議案が法第２１条第２項の規定による都市計画の変更に係るものである場合

に準用する。

３ 議案が東日本大震災復興特別区域法（平成２３年法律第１２２号）第４８条第７項の規定に

よる復興整備計画に記載しようとする都市計画の決定又は変更に係るものである場合における

審議の方法は，最初に幹事に議案の概要及び同条第５項の規定による意見書の提出がある場合

は，その要旨を説明させ，次に委員がその議案について討議し，最後に表決に付することによ

って行う。

（発言）

第８条 会議において発言しようとする者は，議長の許可を受けなければならない。

（退席）

第９条 委員が開会中退席しようとするときは，議長の承認を受けなければならない。

（専門委員）

第１０条 専門委員は，会議に出席し，議長の許可を得て，又は議長の求めに応じて，意見を述

べ，又は説明することができる。

（委員以外の出席）

第１１条 議長は，必要と認めるときは，委員，臨時委員又は専門委員以外の者を会議に出席さ

せて意見を述べさせ，又は説明させることができる。

（議事録）

第１２条 会議については，議事録を作成し，議長の指名した委員２人がこれに署名押印するも

のとする。

２ 議事録に記載する事項は，次のとおりとする。

一 開会閉会に関する事項

二 出席委員名

三 議事日程

四 議事の諸報告

五 議事のてんまつ

（常務委員会）

第１３条 常務委員会で処理することができる事項は別紙のとおりとする。

２ 常務委員会の議事及び運営については，前条までの規定を準用する。

（雑則）

第１４条 この規則に定めのない事項は，会長が定める。



附 則

この規則は，昭和４４年１２月９日から施行する。

附 則

この規則は，昭和５３年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，昭和５４年１２月７日から施行する。

附 則

この規則は，昭和５６年７月１５日から施行する。

附 則

この規則は，平成７年７月２５日から施行する。

附 則

この規則は，平成１１年７月２８日から施行する。

附 則

この規則は，平成１２年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成１２年８月３０日から施行する。

附 則

この規則は，平成２４年３月２２日から施行する。

附 則

この規則は，平成２５年１０月１０日から施行する。

附 則

この規則は，令和３年４月２３日から施行する。



別 紙

１ 法第21条の規定による都市計画の変更で次の各号に掲げるもの

(1) 都市計画の名称の変更

(2) 道路に関する都市計画

次に掲げる位置又は区域の変更。ただし，イ及びロに掲げるものにあっては，当該変更に

係る区間内に交通広場又は他の道路若しくは鉄道と立体で交差する箇所を含むものを除く。

イ 線形の変更による位置又は区域の変更で，中心線の振れが 100メートル未満であり，か

つ，当該変更に係る区間の延長が 1,000メートル未満であるもの（起点又は終点の変更を

伴うものにあっては，変更前の起点又は終点において道路が同一平面で４以上交会するも

の及び起点又は終点の移動距離が 100メートル以上であるものを除く。）

ロ 拡幅による位置又は区域の変更で，当該変更に係る区間の延長が 1,000メートル未満で

あるもの

ハ イ又はロに掲げる変更に伴う他の道路の起点又は終点の変更（起点又は終点の移動する

距離が 100メートル以上であるものを除く。）による当該他の道路の位置又は区域の変更

ニ 道路を支える法面その他の構造物の形状の変更による位置又は区域の変更

(3) 公園，緑地及び墓園に関する都市計画

次に掲げる位置，区域又は面積の変更。ただし，公園及び緑地に関する都市計画にあって

は，鉄道，道路又は河川が区域を分断することとなるものを除く。

イ 面積の変更を伴わない位置又は区域の変更

ロ 面積の拡張又はこれに伴う位置若しくは区域の変更で，当該変更に係る部分の面積の合

計が変更前の面積の20パーセント未満であるもの

ハ 区域の境界の整正をするために行う位置，区域又は面積の変更で，当該変更に係る部分

の面積の合計が 2,500平方メートル未満であり，かつ，変更前の面積の10パーセント未満

であるもの

(4) 下水道に関する都市計画

イ 道路の区域内の下水管渠の位置又は区域の変更

ロ 処理施設又はポンプ施設の位置又は区域の変更で，当該変更に係る部分の面積の合計が

2,000平方メートル未満であり，かつ，変更前の面積の20パーセント未満であるもの

２ 法以外の法令の規定により，審議会に付議し，又は審議会の意見を聴くべきものとされる事

項

３ その他審議会が常務委員会に委任することを決定した事項


